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4 4 4 4
国際交流の積極的な推進























































4 4 4 4 4 4
をより高め，地域のローカルな限界
4 4 4 4 4 4 4
を超え，地域に新たな価値をもたらすかもし
れない。
　こうした点に関連して注目すべきなのは，美濃加茂市が，2009年度に策定する「第5次総合計
画」（2010年度～ 2019年度）の主要な「政策」の1つとして「国籍や文化の違いに関係なく，共
に暮らせるまちをつくる」を掲げ，その「施策」として「1．外国人市民の定住環境の整備」と「2．
地域における共生社会づくり」を提示することであり，これによって美濃加茂市は，人口減少や
少子高齢化に直面する地域社会において，協働するパートナーとして，かつ活力ある担い手とし
て定住する外国人住民を受け入れ，彼ら彼女らと共生していく社会づくりを展開することとした
のである。また，こうした多文化共生の推進は，美濃加茂市を「中心市」に周辺地域を巻き込ん
だ「定住自立圏構想」のなかにも重要な政策分野として組み込まれている 13）。
　EU諸国では，1990年代以降，欧州委員会が外国人に関する新たな基本政策として「社会統合
（integration）」を提唱したのを受けてさまざまな施策が展開された。これは，移民した外国人を
含めた社会の安定（＝社会統合）をはかるため，外国人が，社会の底辺に陥ることなく定住し生
活できるために必要な最低限の経済的・社会的諸条件を用意することを目的としたものであり，
近年のEUにおける社会政策の分野では，外国人だけではなく，若年失業者，低所得者，ホーム
レスおよび障害者も含めて「社会的包摂（inclusion）」と表現されることも多い。こうした外国
人住民に対するEUの社会統合政策は，それまで広がりつつあった「多文化主義」とかつての植
民地主義にみられたような「同化」（assimilation）のあいだで繰り広げられる果てしない理念的
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対立を回避し，一方で，「多文化主義」という国家レベルの政策理念だけでは解消されない，外
国人住民が直面する経済的・社会的諸問題に対して定住する地域の場で生活の視点からアプロー
チすることとし，他方で，そのために，外国人固有の文化的価値と社会の「多文化」を受容し，
かつ一定の経済的・社会的諸権利を承認しつつ，外国人住民に対してそのために必要な最低限の
同化や社会参画を求めようとしたものである 14）。
　わが国ならびにその地域社会に，EU諸国の経験や方策をそのまま移すことに意味があるわけ
でもないし，そこで指し示された「社会統合」がわが国の政策が進むべき方向であるかどうかも
定かではない。しかし，美濃加茂市が抱える課題やめざそうとする多文化共生の方向をみると，
いま，わが国の地域社会や地方自治体が，その一部で，国家レベルでの外国人労働者受入れ政策
を補完し，地域における国際交流の積極的な推進を超えていくために，「多文化共生」に向けた
地域社会政策の新たな方向を提示する必要に迫られていることは明らかであろう。また，その際
に，EUの社会統合政策が大いに参考になることも確かであろう。というのも，地域における多
文化共生には，外国人住民と受け入れる地域の側の双方が，定住する外国人が直面する多様な問
題に対して同じ地理的空間で共同の生活を営むという立場から対処しようとする態勢が不可欠だ
からであり，また，そのためには，外国人住民が持ち込む「多文化」の価値や彼ら・彼女らの経
済的・社会的地位を一定の範囲で認めつつ，日本やその地域固有の文化に対する一定の同化やそ
の社会への参画が必要だからである。わが国において，「社会統合」に向けた地域社会政策の模
索はまだ緒に就いたばかりであるが，わが国の経済社会情勢を勘案すれば，21世紀前半の地域
社会政策に，こうした多文化共生や「社会統合」がその大きな政策課題の1つとして横たわって
いるのはまちがいない。
注
1）法務省入国管理局HPで公表された『外国人登録者統計』。外国人登録者に関する以下のデータはすべてこ
の統計による。
2）名古屋学院大学総合研究所「多文化共生研究会」は，2006年度研究調査の1つとして2006年9月13日に岐
阜県美濃加茂市を訪問し，市民まちづくり推進課多文化共生係，国際交流協会ならびにブラジル友の会に
ヒアリング調査をおこなった。その詳細については，小林甲一「急増する外国人住民と地域社会の“多文
化共生”」，多文化共生研究会編『ともに生きる―2006年度　報告書』，名古屋学院大学総合研究所，2007
年11月を参照。
3）外国人登録者に関する以下のデータも，すべて法務省入国管理局HPで公表された『外国人登録者統計』
による。
4）この「外国人集住都市会議」の概要については，当会議のHPを参照。この組織体に関する以下の記述も，
すべてこのHPに掲載された資料やデータにもとづいている。
5）総務省『多文化共生の推進に関する研究会報告書～地域における多文化共生の推進～』2006年3月。その
背景や骨子については，山脇啓造「多文化共生社会に向けて」，（財）自治研修会編『月刊・自治フォーラ
ム　特集：多文化共生と地域社会』vol. 561　2006年6月号を参照。
外国人労働者の定住化と「多文化共生」の推進
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6 ）美濃加茂市の沿革や概要などについては，同市のHPを参照。
7）美濃加茂市における外国人登録者に関する以下のデータは，すべて美濃加茂市『多文化共生推進プラン』
（2009年3月）5～ 8ページを参照。なお，この『多文化共生推進プラン』は，美濃加茂市のHPからダウンロー
ドして入手した。
8）以下の内容は，注2）で紹介した現地調査の際に美濃加茂市市民まちづくり推進課多文化共生係から入手
した資料およびそこでおこなったヒアリング調査の結果にもとづいている。
9）美濃加茂市『多文化共生推進プラン』9～ 13ページを参照。
10）美濃加茂市『多文化共生推進プラン』14～ 20ページを参照。
11）美濃加茂市『多文化共生推進プラン』22～ 24ページを参照。
12）総務省『多文化共生の推進に関する研究会報告書～地域における多文化共生の推進～』11～ 46ページを
参照。
13）美濃加茂市HPにおける「第5次総合計画」ならびに「定住自立圏構想」の項を参照。
14）EUにおける外国人労働者受入れ政策や社会統合政策については，梶田孝道「多文化主義から社会的統合
へ―欧州の移民政策の変容―」，（財）自治研修会編『月刊・自治フォーラム　特集：多文化共生と地域社
会』，井口泰「外国人の統合政策および社会保険加入のための基盤整備―EU等の調査から―」，『季刊・社
会保障研究』Vol. 43　No. 2，2007年，および労働政策研究・研修機構編『欧州における外国人労働者受入
れ制度と社会統合―独・仏・英・伊・蘭5カ国比較調査―』（労働政策研究報告書No. 59），2006年を参照。
